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論　説

動学的最適性と遂行問題＊ 
―労働所得税と資本所得税―

高 松 慶 裕・片 岡 孝 夫

Ⅰ．はじめに

近年，Mirrlees (1971) から始まる非線形最適所得税の設定を動学化した，Mirrlees型の動学的

最適所得税の研究 (New Dynamic Public Finance；NDPFともよばれる) が進展している．これは

静学的なMirrleesモデルの，家計の私的情報である能力タイプ (労働生産性) に関する家計間の異

質性の仮定に加えて，能力タイプに関する時間を通じたショックをも考慮するものである．この

環境の下では，政府が高能力家計から低能力家計に再分配を行おうとした時に，その時点での高

能力家計が低能力家計を模倣することで税負担を避けようとする可能性や， (今後も高能力である

と期待する場合に) 将来の模倣準備として過大に貯蓄する誘因が生じる．政府は情報制約の下で，

誘因両立的な制度設計を行わなければならない．この文脈では，通常，家計の効用関数は分離可

能であり，政府は家計の労働所得と資産取引を観察可能であると仮定し， (セカンド・ベストの) 

最適配分は逆オイラー条件を満たし，異時点間のくさびは正となる⑴．

また，セカンド・ベストの最適配分を政府の政策によりどのように実現するかという遂行問題

も存在する．静学的な設定の下では，最適配分におけるくさびと限界税率は一致していたが，動

学的な設定の下では，家計は労働供給と貯蓄の二重の逸脱が可能であるため，限界税率がくさび

を満たすだけでは最適配分を実現することはできないためである．Kocherlakota (2005) は，家計

の効用関数が消費と余暇で加法分離可能として，persistent shockを許容したときに，セカンド・

ベストの配分を実現するための租税制度として，非線形の労働所得税と線形の資本所得税をあげ，

各期の労働所得税と資本所得税はともに過去から現在までの労働供給の履歴に依存する構造であ

ることを示した．一方，Albanesi and Sleet (2006) では，ショックを i.i.d. としたときに，租税政

策はその期の資本ストックと労働供給に依存した労働所得税と資産税であることを示した．一般

的な能力ショックを想定すると，セカンド・ベストの最適配分を遂行するためには，履歴に依存

＊	 本研究はJSPS科研費25780191の助成による研究成果の一部である．
⑴	 NDPFにおける最適な配分や逆オイラー条件の導出については，Golosov et al. (2003), Kocherlakota (2005) や
Farhi and Werning (2012) を参照．一方，Grochulski and Kocherlakota (2010) は，家計の選好が異時点間で分離可
能でない場合には，異時点間のくさびは負になることを示している．
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した労働所得税や資本所得税が必要なことが示唆される⑵．

このようなMirrlees型の動学的最適所得税の研究が行われる中で，Kataoka and Takamatsu (2014) 

は，政府が各家計の貯蓄を観察できず (hidden savings)，分割不可能な労働供給 (すなわち，労働

するかしないかという離散的な労働選択) を想定した場合に，セカンド・ベストの最適配分は当

該期の労働所得に対する労働所得税では遂行できず，家計の労働履歴に基づいた所得税が必要と

なることを示している．現行の労働所得税のように当該期の所得に対して労働所得課税する場合

には，何らかの補完的な政策が必要となる．その補完的な政策として，１つは年金制度，もう１

つは低所得者に対する時限的給付を挙げている．

Kataoka and Takamatsu (2014) では，先行研究と異なり，政府の政策手段として資本所得税を

用いなかった．そこで，本論文では，Kataoka and Takamatsu (2014) と同様のモデル設定におい

て，資本所得税を導入した場合に最適配分を遂行できるかを検証する．ただし，ここでの資本所

得税は我が国の現行税制のように，各家計の労働履歴に依存しない比例的な資本所得税である⑶．

これは観察不可能な貯蓄 (hidden savings) を前提とすると，政府は，一律な課税により資本所得

の収益率を引き下げることが可能であるが，税率を資産保有量に応じて差別化することはできな

いためである．このように，本論文は，Kataoka and Takamatsu (2014) の内容を補完するものと

して位置づけられる．

次節以降の展開は以下の通りである．Ⅱ節では，本論文のモデルを概観する．Ⅲ節では，直接

メカニズムについて説明し，数値例により直接メカニズムの下でのセカンド・ベストの最適配分

を示す．Ⅳ節では，セカンド・ベストの最適配分を，当該期の労働所得に対する労働所得税と一

律税率の資本所得税により遂行できるか検討する．Ⅴ節は本論文のまとめである．

Ⅱ．モデル⑷

ここで考える経済は，０期と１期の２期間からなる．家計は１単位の連続体であり，０期の家

計を “現役世代 (young)”，１期の家計を “老齢世代 (old)” と，それぞれ呼ぶ．各期においてこの

経済には２つの財が存在する．１つは非耐久消費財で分割可能である．もう１つは労働であり分

割不可能である (indivisible labor)．すなわち，各家計の労働供給行動は，０ (失業) または１ (就

業) のいずれかである．１単位の労働供給により１単位の消費財が生産されると仮定する．　　　　

⑵	 NDPFのサーベイについては，Golosov et al. (2007) やKocherlakota (2010) を参照．日本語文献では，國枝 (2010) 
や高松 (2013) を参照．
⑶	 例えば，我が国の利子所得課税は，所得税と住民税を合わせて20％の源泉分離課税となっている．
⑷	 本モデルは，Kataoka and Takamatsu (2014) のモデルとほぼ同様であるが，本論文では資本所得課税を導入す
るために，利子率を明示的に導入している点に違いがある．
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と　　　　 をそれぞれ，t 期の消費と労働供給と表記する (　　　 )．また，外部の金融市場に

おいて，一定の実質利子率　　　で取引されるリスクフリー債が存在する．

各家計は各期首に選好タイプを賦与される (以下では，タイプと略する)．タイプは２つであり 

(H またはL)，　　　　 と　　　　　をそれぞれ，０期と１期のタイプとして表記する．また，　　　　

で０期におけるタイプ　の現役世代の人口を表す．タイプ　の現役世代が１期にタイプ　になる

確率を　　　　　　とする (ここで，全ての　　　　 に対して，　　　　　　である)．したがっ

て，タイプ履歴が　　　 の老齢世代の人口は，　　　となる．

t 期の消費と労働供給はその期のタイプが明らかになったのちに選択される．本論文では，対

称的な配分のみを検証する．すなわち，タイプ履歴が同一の家計は，同じ消費と労働の組を選択

すると仮定している．現役世代　の生涯の消費と労働のプランは，

である．ここで，例えば　　　は老齢世代　　　の消費を表す (その他の表記も同様である)．あ

るプラン　　　 の下で，現役世代の期待効用は加法分離可能な効用関数，　　　　　　　　　　

で与えられ，

である．ここで，　　　　は割引因子である．関数　　は連続微分可能，強増加，強凹な関数で

あり，　　　　　　　を満たす．失業状態における不効用，　　　と　　　はゼロに基準化する

　　　　　　　　　．一方，就業による不効用は正であるとし，　　　は　　　よりも大きいと

仮定する　　　　　　　　　．すなわち，タイプL の家計は，タイプH の家計より労働供給によ

り多くの不効用を被るという意味で，非生産的である．

ある配分は，　　　　　　　　　　　　 ，で表される．この配分の下で，消費と総生産の現在

価値は，それぞれ，以下のようになる．

ある配分　　　　　　 が資源制約を満たす (resource feasible)，とは，
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を満たすことである．なお，この経済を人口増加なしの世代重複モデルとして考えれば，

はGDPを表すことに注意しよう．

Ⅲ．最適配分

１．誘因両立性制約

政府は，社会厚生，　　　　　　　　　　　　　　を最大化するように政策手段を用いる．こ

の節では，政府が家計からのタイプの申告に基づき，直接，各家計の消費・労働のプランと異時

点間のくさびを割り当てる直接メカニズム (direct mechanism) を検討する．もしすべての情報が

公的情報であれば，最適な配分は，資源制約の下で社会厚生を最大化するものであり，完全保険，

すなわち，　と　　　が　　　 に依存しない，が効率的となる．しかし，本論文において，タイ

プと消費，貯蓄は私的情報と仮定されており，政府は各家計のタイプ履歴の申告を基にプランを

割り当てなければならない．各家計は，リスクフリー利子率から異時点間のくさびを差し引いた	

　　 での貯蓄が可能である．政府は生産的な家計が非生産的な家計を模倣することを防げないの

で，完全保険な消費プランを遂行することはできない．

表記として，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 と　　　　　　　，　　 を

政府によって割り当てられる可処分所得と労働供給のプラン，異時点間のくさびとする (以下で

は，　　　　　　　 を単に，割当 (assignment) とよぶ)．この割当は以下の政府の予算制約を満

たさなければならない．

� ⑴

ある現役世代　を考え，　　　　　　　　　　　をその申告戦略とする．申告戦略は，タイプ履

歴が　　　 であるときに，現役世代の時に　を，老齢世代の時に　 を申告することを意味する．

この申告戦略の下で，現役世代　の可処分所得と労働供給のプランは，

となる．　　　　と　を所与とした時，現役世代　は以下の問題を解くように，貯蓄s を選択する．
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この問題は厳密な凹問題であり，一階条件は一意に貯蓄を決定する．ここでは，最大化した期待

効用を　　　　　　　　　　　，対応する貯蓄水準を　　　　　　　　　　と，それぞれ表記す

る．さらに，

を定義する．この時，誘因両立性制約 (以下，IC制約と呼ぶ) は，

� ⑵

となる．ここで，　は現役世代　にとっての全ての非真実申告戦略の集合である．

非真実申告戦略は各タイプにつき７個存在するから，本来，IC制約は14個の条件からなる．し

かし，もし　　 と　　 が同一であるならば，現役世代　の　　　　　 と　　　 ，　　　 に対

するIC制約は，

としてまとめられる．また，Kataoka and Takamatsu (2014) が指摘するように，政府の予算制約

とIC制約を満たす割当は貯蓄により一意に決まらない．そこで，オイラー (非貯蓄) 条件により

� ⑶

により割当を基準化する．したがって，最適な割当，　　　　　　　　　は，

の問題の解である．　と労働の割当　　　 を与件として，政府の問題は，３個の等式制約と14個

の不等式 (非負) 制約の下での　　　　　　に関する最大化問題となる．この問題は，通常のクー

ン＝タッカーの方法で解くことができる．有限な全ての　　　 についての解を比較することで，	

　を所与としたとき最も高い社会厚生を実現する割当，　　　　　　　　を見つけることができ

る．さまざまな　の値に対して，この一連の作業を繰り返し，　に関するグリッド・リサーチを

行うことにより最適政策を求めることができる．

２．数値例

最適な割当の定性的な性質を導出することは困難であるので，以下のように効用関数やタイプ

ショックを特定することで，最適な割当を数値的に解くことにする．０期において，家計の90％

が生産的，すなわち，　　　　　　　　　である．タイプの推移確率は，
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である．このパラメータの下で，老齢世代の37.5％が非生産的となる．消費に関する効用は対数

効用関数，　　　　　　，であると仮定する．また，労働の不効用に関しては，　　　　　　　	

　　　　　　　　　　　　　　　　とする．もしも生産的な家計が就業し，その生産物すべてを

消費するならば，その期の効用は，　　　　　　　　　　　　となる．これは，その家計が就業

せず，消費財の2/3を受給するときの効用と等しい．したがって，生産的な家計にとっての労働の

不効用は，その生産物の1/3に等しい．非生産的な家計にとっては，この不効用は生産物の3/4に

達する．この経済は２期間モデルであるが，１期間を25年と考える．すなわち，家計の生涯は50

年である．さらに年間の割引因子と実質利子率は２％であると仮定する．したがって，　　　　　　	

　　と　　　　　　　　　　である．

表１は，すべての情報が公的情報である場合の最適な配分を示している．ここでは，生産的な

現役世代，老齢世代とも労働供給を行っている．完全保険が効率的なため，ファースト・ベスト

の消費プランは労働供給の履歴に依存しない．したがって，生産的な現役世代の期待効用は非生

産的な現役世代よりも低い．不完全情報下では，生産的な家計は非生産的な家計を模倣すること

ができるので，この配分は誘因両立的ではないことがわかる．

３．直接メカニズムの下での最適配分

表２は，不完全情報下での直接メカニズムによる最適な配分，　　　　　　　　　を示してい

る．完全情報下ではすべての非生産的な家計は就業すべきではなかったが，不完全情報下ではこ

れは当てはまらない．この理由は，誘因両立性制約を満たすために，　　 を　　 よりも十分に

大きくしなければならないためである．このような消費格差は配分を不確実にし，社会厚生を減

少させる．一方で，　　　　　　とする場合，生産の効率性を損なうが，IC条件を消費平準化と

整合的にする．この経済の例では，不完全情報下の最適配分において，後者の効果が前者を上回

るため，政府は　　 と　　 を１に設定する．

表１　完全情報の下での最適配分 (ファースト・ベスト)

現役世代のタイプ，　 H L

労働供給，　 (1, 1, 0) (0, 1, 0)

消費，　 (0.797, 0.797, 0.797) (0.797, 0.797, 0.797)

期待効用 －0.933 －0.426

社会厚生 －0.883

GDP 1.525
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Ⅳ．労働所得税と資本所得税のタックス・ミックスによる遂行

前節では，直接メカニズムの下での最適配分を示した．しかし，現実の経済では，政府は家計

からのタイプの申告に基づき，消費者の労働供給を直接割り当てるのではない．政府の主たる政

策手段が所得税であるならば，家計に対して所得に応じた所得税を示し，そのもとで各家計は自

由に経済活動を行うであろう．この租税政策により実現する配分が直接メカニズムに基づく最適

配分と必ず一致するわけではない．遂行問題とは，租税政策により直接メカニズムの配分を実現

することができるかという問題である．

この遂行問題に関して，Kataoka and Takamatsu (2014) では，当該期の労働所得に対する (非線

形) 労働所得税に基づく政策のみでは直接メカニズムの配分を遂行できない一方，この労働所得

税に社会保障政策を組み合わせることで遂行できることを示した．その社会保障政策とは，年金

制度と時限的な所得移転政策である．しかし，我々は，資本所得税の役割には焦点を当てなかっ

た．そこで，この節では，当該期の労働所得に対する労働所得税に加えて，資本所得税を導入す

ることを考える．

労働所得税は，当該期の労働所得に対する非線形労働所得税である．すなわち，現役世代と老

齢世代は過去の労働履歴に関わらず，その期の労働所得に応じた所得税額を課税される．資本所

得税は，比例税率の資本所得税である．本論文では，全ての金融取引が競争的な銀行により行わ

れ，政府にとって各銀行の取引総量は観察可能であるが，各家計の貯蓄額は観察不可能であると

仮定している．そこで政府は金融取引に比例資本所得税を課す．　　　を資本税率とすると，各

家計の直面する実質利子率は，　　　となる．なお，このような労働所得税と資本課税は，我が

表２　不完全情報下の直接メカニズムによる最適配分

現役世代のタイプ，　 H L

労働供給のプラン， 　 (1, 1, 0) (0, 1, 1)

可処分所得のプラン， 　 (0.830, 0.947, 0.6104) (0.773, 0.745, 0.745)

期待効用 －0.875 －1.121

異時点間のくさび 0.06

社会厚生 －0.9011

GDP 1.6

有効な制約 　
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国を含む多くの国で採用する所得税制と同様のものである．

政府の政策手段は　　　　　　 で表される．ここで，　は家計の (課税前) 労働所得が　　　　

である時の可処分所得を表す．　　　　　を所与として，タイプ　の現役世代は以下の労働供給

プラン，　　　　　　　　　 を選択する．

貯蓄と消費のプランは，

となる．政府の政策手段，　　　　　と家計の行動，　　　　　　　　　が上記の式と資源制約

を満たすならば，均衡となる．資源制約は政府の予算制約と同値である．均衡　　　　　が実現

する厚生水準が，他のいかなる均衡における厚生より低くならないとき，　　　　　は最適な労

働所得税と資本課税のタックス・ミックスとなる．

表３は，最適な労働所得税と資本課税のタックス・ミックスを計算したものである．労働所得

税では，就業者に対して13.5％の税率を課し，失業者に所得移転する．資本課税　　　　　を資

本所得税率に換算すると，14.5％の税率となる．この税制の下では，高生産性の家計のみが就業

しており，生産はファースト・ベストの配分におけるx と一致するという意味において効率的で

ある．表２と表３を比較すると，社会厚生は直接メカニズムの下よりも若干低い．これは，直接

メカニズムの下でのタイプH とL の期待効用の差が0.246 (＝－0.877＋1.123) であったのに対し

て，この税制の下では0.09 (＝－0.895＋0.994) となっており，２つのタイプ間の差が小さくなっ

ている．その意味で，最適な配分よりも過大な再分配を行う結果となったためである．このよう

に，資本所得税の導入は結果を大きく変化させず (Kataoka and Takamatsu (2014) の労働所得税の

みでの社会厚生は，－0.906であった)，当該期の労働所得と資本所得に対する一律課税のみでは

表３　労働所得税と資本課税の最適なタックス・ミックス

　

現役世代のタイプ H L

労働供給のプラン，x (1, 1, 0) (0, 1, 0)

消費のプラン，c (0.783, 0.996, 0.664) (0.556, 0.829, 0.496)

期待効用 －0.895 －0.994

社会厚生 －0.905

GDP 1.525
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最適な配分を遂行することはできないことが明らかとなった．

Ⅴ．終わりに

本論文では，Mirrlees型の動学的最適所得税の文脈の中で，Kataoka and Takamatsu (2014) モデ

ルと同様に，政府が各家計の貯蓄を観察できず (hidden savings)，分割不可能な労働供給 (すなわ

ち，労働するかしないかという離散的な労働選択) を想定し，セカンド・ベストの配分を当該期

の労働所得に対する労働所得税と一律税率の資本所得税によって遂行できるか考察した．その結

果，労働履歴に依存しない労働所得税と資本所得税は，最適配分を遂行しないことが明らかになっ

た．動学的環境の下で誘因両立的なセカンド・ベストの配分を実現するためには，労働履歴に基

づく租税政策が必要となることが示唆される．わが国の現行所得税制ではこのような性質は組み

込まれていないが，2016年１月に予定されるマイナンバー制度 (納税者番号制度) の利用開始によ

り，労働履歴に応じた課税の導入も不可能ではなくなるかもしれない．この点については今後の

検討課題としたい．
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